
３．教育活動の再開に向けた活動
学校の本来業務は、学校再開のための活動であることを踏まえ、準備活動として以下の点に留意する。

○　災害発生直後は、避難誘導係、救護係、搬出係、住民対応・避難所支援係の活動が

中心となるが、被害の規模、程度等により、災害発生後３日程度経過した時点から、

学校教育活動再開に向けた準備を進める必要がある。

○　校長は、学校における災害復旧対応状況および避難所の避難者受け入れ状況や運営

状況などを把握し、学校地震災害対策本部の組織・人員配置体制を見直し、教育活動再開に向けた準備のための人員配置を行う。

○　学校教育活動再開に向けた準備活動は、住民対応・避難所支援係の活動に支障のな

い範囲で、全教職員で行うようにする。

（１）当面の活動
　ア 児童・生徒等の安否・所在の確認
　　・児童生徒及びその家族の安否確認を行う。同時に所在・避難先を確認し、一覧表に

する。

　　・児童生徒の被害状況の確認も行う。

　　・確認手段としては、電話、携帯電話、Ｅメール、家庭訪問、避難所の避難者名簿、

マモルメールなど、その時点で可能な方法を駆使して行う。

　　・安否の確認がとれていない児童生徒の確認については、自治会等の協力を得て、「○

月○日に○○学校で、安否確認を行いますので○○時に登校してください。」という内容の貼り紙、ビラを学区内に掲示して呼びかけることも考えられる。

　　・うわさや間接情報、憶測などに基づくことなく、確実な方法で確認を行う。

イ 教職員の安否・所在などの確認
　　・教職員及びその家族の安否確認を行う。同時に所在・避難先を確認し、一覧表にし

ておく。

　　・教職員の住居の被害状況の確認も行う。

（２）早期再開に向けての取り組み
　ア 学校の被災状況の調査
　　　　・学校施設等の被害状況やライフライン（水道、電気など）の被害状況、校庭の地割

れ、液状化現象の有無などを確認する。可能なかぎり写真撮影しておく。また、図面に位置などを記入しておく。

　　・一度被害状況を確認した場所でも、時間の経過や余震の影響で新たな被害が出るこ

ともあり得るので注意して調査する。

・調査に当たっては、調査者の安全を最優先し、少しでも危険を感じた場合は調査を

中止する。

イ 立ち入り禁止区域の表示

　・校舎や校庭の危険区域については、立ち入り禁止区域の表示を行う。

ウ 通学路など地域の被害状況の確認

　　　　　　　　　　 ・学校周辺や通学路などにおける周辺家屋の倒壊状況や崖崩れ、地割れ、液状化現象等

を確認する。

	＝学校及び校区の被害状況確認の際の視点＝

・校舎を外側から見る（建物全体の傾き、壁の崩壊や亀裂）
　　・被害が大きく危険と認めたときは立ち入り禁止の処置
　　・校舎を内側から見る（壁、掲示板、建具、蛍光灯などの落下物、窓や窓ガラスの
　　　　破損状況）
　　・危険物は取り除き，補強すれば安全性が保てるものは迅速に補修
　　・渡り廊下本体の損傷，校舎との接続部分の損傷
　　・運動場の地割れの状況、道路に関わる側溝の状況を把握
　　・ガス栓の元栓を閉栓
　　・水道管や下水管の破損状況を点検
　　・コンクリート塀の倒壊や亀裂
　　・石垣・石段の崩れや倒壊
　　・石碑・石灯籠の倒壊の状況
・レンガ積み焼却炉やプール施設の安全度を点検


エ 市教育委員会への報告
　　　 　　　　・児童生徒及び教職員の安否の確認、被害状況、学校施設及び校区の被害状況の確認が

できたところで早期に報告を行う・・・被害状況報告書（Ｐ　　）で報告する。
（３）教育活動再開の検討・決定
ア 教育活動再開の類型
　　・被害の状況により、「単独再開」、「本校舎と仮設校舎での再開」、「仮設校舎のみでの
再開」、「臨時校区による再開」、「周辺校で分散しての再開」などが考えられる。
イ 各学校の実情に応じた教育活動の再開を検討する
　　①　施設の被害がない又は軽微な場合
　　　・各学校において、速やかに応急措置をとり、授業を行う。

　　②　施設の被害が相当に甚大な場合

　　　・残存の安全な教室や特別教室等の転用により、学級合併授業、一部又は二部の授
業を行う。

 　 ③ 施設の使用が全面的に不可能な場合

　　　　・市教育委員会と連携し、近隣の安全な学校や公共施設の代替利用などを行い、授
業を再開する。

ウ 市教育委員会との連携による教育活動再開日の決定・連絡
　　　・学校の教育活動の再開にあたっては、市教育委員会と連絡、協議を行いながら決定

する。
　　  　　・教育活動再開の日時が決まったら、学校より、児童生徒、保護者に学校の再開につ

いて、連絡する。

エ　その他・・・教育活動再開にあたっての必要と考えられる事項
① 校舎内外・教室などの整備確保と備品や教材の移動

② 校内施設の確保

・電気・水道等のライフラインの確保、職員室・教室等
　  ③ 応急的な教育の実施のための措置

・仮設校舎の建築、児童の疎開に伴う手続き
　　④ 通学路の点検、交通手段の確保
　　　・道路状況の把握と通行可能な道路の確認
　　　　　　・通行禁止区域の設定，倒壊ビル・家屋の確認、撤去作業、工事車輌有無の調査，

ガードマンの要請、拡大校区図への表記
　　　・ヘルメットの準備と配布、防塵マスクの準備と配布
　　　・交通立番の実施と日々の巡視分担，保護者への協力依頼と情報提供
　　⑤教科書・学用品等の支給
　　　・学校の衛生管理・健康管理
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